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〔視察報告〕

　　　HIV/AIDSと 親密 なパ ー トナーに対 す る暴力 防止 に関す る研 究

－ケニ ア国の 自発 的 カウ ンセ リ ングお よびテス ト(VCT)の 知見 よ り－

山 田　 典 子1)

DV Prevention and Control: How DV issues are incorporated in HIV/AIDS 

            Control through VCT activities in Kenya

 Noriko YAMADA 1)

要旨

　ケニアでは暴力被害を受けた女性がHIV感 染お よびエイズ孤児の増加 と同様 に増えてお り、アウ トカ

ムが非常に乏 しい状況である。暴力に対する対策の遅れの背景に、社会システムの悪化があげられる。

HIV/AIDSに 関しては、ケニア国の指針 を定め管理 し、様々な対策が練 られている。具体的な保健政策

は、①HIV感 染予防、②包括的VCTサ ービスの強化、③エイズ患者治療体制整備と支援の推進、④保

健医療システムの強化によるHIV/エ イズ対応能力の向上、⑤HIV感 染者 ・エイズ患者、家族、エイズ

孤児 とHIV/エ イズに影響を受けている子 どもへのケア、社会的サポー トなどの支援などが展開されて

いる。

　これらの ドメスティックバイオレンスや性感染症の増加に対する、予防 とケア提供システムおよび実

現可能な連携 システムの確立が必要である。そ して、DV被 害者や性暴力被害者に対 して支援が効果的

に提供 されるためには、早期発見体制や発生監視等のサーベイランス体制を整備 し、被害者のア ドボカ

シーを促進することが重要であると示唆された。

Abstract 

Violence to women causes destructive outcomes, such as an icrease in HIV infected women and 

orphans due to the death of HIV infected parents. The violence is one of the main causes of the 

deterioration of the social service system. There are various programs fighting against HIV/AIDS, 

planned and conducted in line with the national health policy of Kenya. These are the prevention of 
HIV infection, increasing the capacity of Integrated Voluntary counseling and Testing (VCT) services, 

increasing treatment services particularly with Anti Retrovirus Treatment (ART) , improvement of 

 health systems to cope with emerging issues related to HIV/AIDS in the society, arrangement of social 

support specifically for social groups affected with HIV/AIDS issues including HIV carriers, AIDS 

patients, orphans and other vulnerable children (OVC). The emphasis is on establishment of workable 

linkage between the prevention of domestic violence and the care provision systems to victims 

including sexual transmitted infections (STIs) issues. Advocacy is necessary based upon the above 

viewpoints in strengthening the surveillance system on DV and sexual violence. 

(J.Aomori Univ.Health Welf. 7 (I): 79 — 86 , 2006)
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Ⅰ.は じめ に

　 これまで 日本では、女性 に対す る凶悪犯罪や暴力およ

び虐待が、公衆衛生上の最重要課題 として位置づけられ

ていなかった。それは、家庭 という私的領域において、

女性や子 どもに対する人権侵害や犯罪行為が軽視 されて

きたことが一因に挙げられる。 しかし、近年では、さま

ざまな調査研究によって被害者への直接的な健康被害 と

社会への経済負担の増加、児童の健全な心身の発育が阻

害されるばか りでなく、長 じて虐待加害者になる 「虐待

の連鎖」も指摘 されている1)2)3)。

　 家庭という閉ざされた空間で起こる犯罪の中でも、社

会的介入の重要性 が認め られた児童虐待防止について

は、子どもの権利条約 も追い風になり、平成に入 り早期

に取 り組 まれてきた4)。しか し、 ドメスティックバイオ

レンス(以 下DV;配 偶者等親密な関係にあるパー トナー

問における暴力)が 虐待の連鎖や暴力の拡大行為につな

がると指摘されなが ら、実際的な施策が十分 に実施 され

てきた とは言い難い。

　 今回赴いたケニアには、お よそ100万 人のエイズ孤児が

いる5)と 指摘 されてお り、その母親の多 くが性的暴力に

遭ったり、生活のため性産業 に従事 した結果感染 したも

の とみなされている。

　 女性に対する暴力は、HIV感 染症の女性 を増や し以

下の理由により破壊的な結果 をまね く。それは、女性が

男性よりHIV感 染症 にかか りやすい生物学的構造 と、

植民地時代からの階層社会 と拡大する階層ごとの生活格

差 による社会構造上の問題 として、HIV/エ イズ問題

と暴力被害の相互関係の基礎 をなしている6)。女性に対

する暴力が連綿 と繰 り返 され、HIV/エ イズの感染 と、

それに基づ く免疫低下により結核の発症、望 まない妊娠

と新生児や幼児への感染、さらに悪化する病状 と家族か

らの孤立や就労困難と貧困の連鎖が生 じる。例 えば、サ

ブサハラ以南 アフリカに位置するタンザニアでのHIV

感染 と若者の性行動に関わる調査は、男性による強制的

な性交と複数パー トナーとの性的関係 をその主たる感染

経路 と指摘 している。

　一方女性パー トナーに複数の相手とのセックスを注意

された男性は狂暴 になるという調査結果は、HIVと 暴

力 との関係 を部分的に説明 している7)。また、学校で も

女性に対する性的虐待 と暴行が行われ、政治的にも戦争

と市民の対立において、女性は生贄 のヤギのように性暴

力の餌食にな り、強姦が武器 として戦略的になされてい

る8)。男女不平等 とHIV感 染(特 にサハラ以南のアフ

リカ)そ して、それ らの家庭内暴力 との関連を強調 して

いる文献 も散見 される9)。

　 HIVに 感染 した女性や暴力被害に遭った女性への支

援の必要性が社会にどのように認識 されているかを現地

にて知ることは日本 との比較を試みる上で意義深い。そ

のためには、社会的ニーズ と当事者のニーズの調整が如

何に図 られ、福祉、経済的なエ ンパワーメント、ヘルス

ケア、ア ドボカシーおよび自らの尊厳を守 り権利 につい

て知るとい う被害者へのサポー トな どが、構造的弱者で

ある女性の人権 を遵守するために、どの ように限られた

資源を活用 して展 開されているか を認識する必要があ

る。

　 ケニアのHIV/エ イズ対策において、 自発的カウン

セ リ ン グ お よ び テ ス ト(Volunteer　 Counseling　and

Testing:以 下VCTと 略)の 取 り組みが進み、　HIV/

エイズへの多角的支援が展開されている現状を調査 し、

日本における公的支援(保 健所、病院等)と 私的サポー

ト(NGO,　 NPO等)の 一層の発展に寄与する有用な

知見を得ることができたのでその概要 を報告する。なお、

今回の調査期間は2005年12月27日 か ら2006年1月6日 で

ある。

Ⅱ.ケ ニア国の概要

　 サハ ラ砂 漠以南 に位 置す るサブサハ ラ ・アフリカは、

全世界 の独 立国の約4分 の1を 占め る47ヵ 国 と、約8億

人 の人 口を抱 え、 国際社会 におけ る重要 なア クターであ

る。

アフ リカ諸 国の過半数 は後発 開発 途上 国(LDCs:Least

Developed　 Countries)で あ り、世界 で最 も貧 し く重い債

務 を 負 っ て い る 「重 債 務 貧 困 国(HIPCs:Heavily

Indebted　 Poor　Countries)」42ヵ 国 の うち33ヵ 国が サ ブ

サハ ラ ・ア フリカに集中 してい る。現在 、 アフリカは依

然 と して深刻 な貧 困問題 に直面 してお り、人 口の約 半分

が貧 困 ライ ン(1日1ド ル)以 下の生活 を送 って いる。

さ らに同地域 では、 内戦 や紛争 、難民、 干ばつ による飢

餓、HIV/エ イズ を始 め とす る感染 症 の蔓延な ど、 開

発 を阻害す る深刻 な問題 を抱 える国々 も多 く、国際社会

か らの多 大 な援助 を必要 としてい る。

　 東 アフ リカの玄 関 とい われるケニ アは 日本 の約1.5倍

の 面積(58．3万km)を 有 し、約3190万 人 が住 んでい る。

こ こに、 キクユ、マ サイ ,ル オ族 な ど42部 族 お よびイギ

リス植 民 地 時代 か らの 多様 な民 族 と宗 教 が存在 してい

る。

　 首都 ナ イロ ビは交通機 関 も整 い、豊富 な天然資源 や 自

然環境 に恵 まれてい る。近 年、複 数政党制へ の移 行や 自

由 な選挙 の実施 に見 られる民主化 の進展、「ア フリカ開発

の た め の 新 パ ー ト ナ ー シ ッ プ(NEPAD:New

Partnership　 for　Africa'ls　Development)」 や 「ア フリカ連
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合(AU:African　 Union)の 成立」といった自主性(オ ー

ナーシップ)の 高 まりが見 られる。このようなアフリカ

地域 における平和構築、貧困削減、経済成長及び世界経

済への統合は、国連やG8サ ミッ トを始めとする各種国

際会議でも主要な議事 となってお り、国際社会が一体 と

なって取 り組むべ き課題として認識されている。

Ⅲ.HIV/エ イズの基本戦略

　アフリカを含む全世界的なHIV/エ イズの流行に対

しては、国連エイズ特別総会(2001年)の 開催でミレニ

アム開発 目標の一つ としてHIV/エ イズ感染拡大阻止

お よび削減が取 り上げられたほか、「世界エイズ ・結核 ・

マ ラリア基金(GFATM)」 の設立、米国による総額150

億 ドルにのぼる「大統領エイズ救済緊急計画(PEPFAR)

」の発表、WHOに よるエイズ治療普及支援計画 「3by

5イ ニシアティブ(2005年 までに300万 人が治療を受けら

れるようにしようとい うもの)」の発表など、HIV/エ

イズ対策支援へのコミットメン トが相次いでいる。日本

は、国連の ミレニアム開発 目標 に関連 し、アフリカにお

けるHIV/エ イズ対策協力の強化 を発表 し、国境を越

えた生存への恐怖の削減の観点か ら、感染症対策 を「人間

の安全保障」を具体化す る重大 な方策のひとつ と据えて

支援 している。

　 JICAで は、これ らの公約の内容 を踏 まえ、HIV

新規感染の予防、エイズ患者およびその家族の生活の質

の向上 に向けて、事業の拡大 ・推進に取 り組んでいる。

具体的には、現場のニーズを踏まえた包括的なエイズ対

策を行 うこと、国際機関、基金やNGOと のパー トナー

シップを強化 し、現地の人的資源の有効活用 をめざし、

かつ、十分な援助吸収能力がなく受け皿の底上げが必要

な地域保健医療 システムの強化を行 っている。以下、ケ

ニア国との協議で3点 の目標を掲げている。

　 1.HIV/エ イズの予防 とコントロール

　 2.HIV感 染者、エイズ患者や家族等へのケアとサ

　　ポー ト

　 3.有 効な国家 レベルの対策の実施

されてい る。

　 上 記 に 関 す る草 の 根 的 な 活 動 の 走 り と して は、

KENYA　 NETWORK　 OF　 WOMEN　 WITH　 AIDS(ケ ニ

ア ・エ イズ と共 に生 きる女性 達 の ネ ッ トワー ク以 下、

KENWAと 略)が 、人種、宗教 、文化 、社会 的地位 を問

わず 、HIVウ イ ル スに感染 した女性 に よる感染 した女

性 の ため の コ ミュ ニテ ィを基盤 に した組織 が あ げ られ

る。 この組織 は、お互 い を物質 的、心理 的、精 神 的に助

け合 うため にHIVに 感 染 した女性 の友人5人 が集 ま り

小 さなサポ ー トグル ープ と して1993年 に始 まった。HI

V/エ イ ズ と共 に生 きる女性 の生 活 の質 を改 善す る こ

と、生活 、ケ ア、彼 らの子供 を含 む将来 に責任 を持 つ こ

とを 目的 と して 活動 し1998年 に はNGO登 録 を行 な っ

た。残念 なが ら、設立者 の一人 は登録 の以前 に亡 くな っ

た。KENWAの 会 員数 は現在約2千 人 であ る10)。活 動 の

一例 を挙 げ ると
、約100万 人 のエ イズ孤 児の うち4万 人以

上 が コロ ゴチ ョ(Korogocho)に 住 んで い る。 ケニ アの

人 々の多 くはHIV/エ イ ズ に対 して拒 否反応 や恐怖 を

示 す一方 で、十分 な情報 を知 らされない ままでい る。 こ

の状 況 に対 して、KENWAは ア ドボカ シー とロビー活

動 を通 して、 この状 況 に警鐘 を鳴 らそ うと してい る。 そ

のひ とつがHIV/エ イズ と共 に生 きる女性 たちや子供

たちの人権 を守 り、啓 発 を行 うこ とであ る。二 つ 目が就

労差 別 ・社会 的 ・文化 的 ・精神 的 な差 別 に対 して闘い 、

教育 に関す るサ ポー ト ・サ ー ビス を提供 す るこ とだ。具

体 的 には、①HIVに 感 染 し影響 を受 けてい る孤児 へ の

サ ポー ト、② 所得 向上の ための活動 を通 して 、経 済 的に

自立 で きる よう女性 の経済 的 な啓発 、③ 効率 的で実効 的

なボ ランテ ィア業務 を提供 す るためのメ ンバ ーの能力 向

上 、等 に取 り組 んでい る。

　 KENWAの プ ロ ジ ェ ク ト地 域 は、 コ ロ ゴ チ ョ

(Korogocho)、 マ サ レ(Mathare)、 ソ ウェ ト(Soweto)、

そ の他 ナイ ロビのイー ス トラン ドの全て の都市 ス ラムで

あ る。KENWAは ニ エ リ(Nyeri)、 モ ンバサ(Mombasa)、

ム ランガ(Muranぎa)、 ニ ア ンダル ア(Nyandarua)、 キ

ト ゥイ(Kitui)、 ス イ カ 地 区(Thika　 District)に も サ

ポ ー トグル ープ を有 してい る。

Ⅳ.ケ ニアにおけるHIV/エ イズの コミュニティサ

　　ポー ト

　 HIVに 関する保健政策は、①HIV感 染予防、②包

括的VCTサ ービスの強化、③エイズ患者治療体制整備

と支援の推進、④保健医療システムの強化によるHIV

/エ イズ対応能力の向上、⑤HIV感 染者・エイズ患者、

家族、エイズ孤児 とHIV/エ イズに影響を受けている

子 どもへのケア、社会的サポー トなどの支援などが展開

Ⅴ.ケ ニア女性病院におけるDVへ の取 り組み

　 ナイロ ビ市 内 にあ る女 性病 院の調査 に よると、DVの

加 害者 の内訳 は1,067人 の 回答者 の うち夫(65%)が 最 も

多 く、親戚(16%)、 ボ ーイ フレ ン ド(11%)、 元 配偶者

(2%)、 そ の他 であ った11)。(図1)
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図1　 ケニアにおけるDVの 現状

　　　　　　　　　　n=1067

DV加 害者の内訳

　被害を受けた女性の通報(相 談)先 は、親類が51%と

半数以上を占め、次いで友人が28%、 上司お よび警察が

3%、 医師1%、 その他であ り、8割 近 くが公的な相談

を利用 していない12)。(図2)

図3　 ケニアのDV被 害者が通報 しなかった理由

　　　　　　　　 n=1067

　また、暴力のある家庭に女性が とどまる理由は、「夫が

変わって くれることを期待 していた(31.3%)」 「夫が変

わったか ら(25.2%)」 と、半数以上がパー トナーの変化

を求め自助努力で対応 しようとしていた。その一方で、

「暴力はまれにしかないから(21.5%)」 とパー トナーの

暴力行為を過小評価 しているもの、「経済的に依存 してい

るから(20.1%)」 「子 どもがいるか ら(19.6%)」 「どこ

にも行 く場所がないから(9.8%)」 と、女性が子どもを

産み育ててい くには、経済的基盤が弱 く自立困難である

ため、暴力を受けて もそれに耐えなければ子どもととも

に生 きていけない現実がうかがえた14)。これ らのDVの

背景は日本 とも共通 していた。

図2　 DV被 害を受けて相談 した先　 n=1067

Ⅵ.　HIV感 染対策の全容

　通報 しなかった理 由は、「暴力 は結婚 の一部 だか ら

(19%)」 「DVが 地域 で容認 されているか ら(16%)」

「通報 しても誰も助けて くれないか ら(16%)」 と、半数

以上の被害者が助けを求めることを考えもせず、訴 える

力 を失っていた。他には、「DVは 些細な頻度の少ない出

来事(13%） 」と暴力 を過小評価 していた り、「暴力 を振

るわれる自分にも落ち度がある(8%)」 「その問題には

触れた くなかった(8%)「 問題が解決 したか ら(8%)」

「理 由を説 明で きない(7%)」 「言 う必要がなかった

(5%)」 「報告 した らさらにひ どい暴力 を受けるか ら

(4%)」 「恥ずかしい不名誉 なことだか ら(2%)」 「暴

力を許 したから(1%)」 と、被害者 は自責感 を抱いた

り、現実逃避、否認、暴力の容認や回避行動 を選択 して

いた13)。(図3)

6-1.女 性 に対 す るHIV感 染 予 防の取 り組 み

　 性行為 による感染 が約80%を 占 める アフ リカでは、H

IV感 染 予 防 の手段 と して、 コン ドームの配布 と使用 促

進、性感染 症 の検査 ・治療 、情 報 ・教 育 ・コ ミュニケー

シ ョ　ン(Information　 Education　 and　Communication;

IEC)活 動 、行 動 変 容 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 手 法

(Behavioral　 Change　 Communication;BCC)を 通 じた、

安全 な性行 為の促進 と他の性感染 症 の予 防啓発 を行 って

いる。 この予 防啓発 の重要 な鍵 は、対象 集団の特性 を知

り、最も適 したメデ ィアを活用 することで ある。また、HIV感

染 のうち母 子感染(Mother　 to　Child　Transmission;MCT)

は 、性 行為感染 の次 に多い感染経 路で ある。 と りわけ15

歳 ～24歳 の女性 の感染者 が増加 してお り、予防が重視 さ

れてい る。具体 的方策 と して は、①VCTセ ン ターや妊

産婦検 診 におけ る全妊 産婦お よびパー トナーの教育 とカ

ウ ンセ リ ング支援 、② 適切 な抗HIV薬 投 与、③ 感染 し
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た妊婦の継続的なケアの体制づ くり、④母乳に代わる栄

養提供などの支援拡大 を図っている15)。他方、医療機 関

では輸血に伴 うHIV感 染予防に努めている。また、標

準予防策(Universal　 Precaution)と して、すべての人を

感染源 として扱い、すべての患者の血液、体液、排泄物

は感染の疑いがあるものとして取 り扱 う。この対策によ

り、診断に関わ りなく、すべての患者に一定の質のケア

が提供で き、また医療従事者の保護ができる。感染症 と

同様にDVに 対 しても、すべての患者に性暴力やDV被

害の疑いがあるものとして、対応 している病院では有益

な統計資料 も作成されている。

グを受けることを決意 した当事者が、カウンセリングの

後、血液検査を受けることを承諾す る。検査結果は採血

後す ぐわかる。心の準備を整え、感染の有無を確かめる。

HIV陰性 であればさらに安全な性行動や健康行動が継

続で きるように話 し合い、HIV陽 性であれば、適切 な

治療 に結びつけること及び治療行動が継続で きるよう

に、必要な支援 を提供する。写真1の ように検査 とカウ

市内のいたるところにあ

るVCTの 看板

6-2.包 括 的 なVCTサ ー ビスの強化 の取 り組 み

　一見近代的ビルが林立 し、欧風建築の高級住宅地が広

がるナイロビ市内において も、犯罪は頻発 し、外国人の

歩行は大使館から注意勧告が発令 されていた。表面的な

平穏の影に、サブサハ ラ ・アフリカのHIV/エ イズ、

結核、マラリアの健康課題 と、支援を阻害する要因とし

て戦争や貧困問題がケニアの随所に存在 している。

　 このようなケニアにおいてVCTはHIV感 染者の治

療 ・ケアの入 り口であ り、非感染者への予防教育の機会、

またパー トナーへの受診促進効果もあり、カップルに対

する性行為感染症予防やコミュニケーシ ョン向上 を図る

機会で もある。VCTは 発展途上国において検査設備の

整っていない地域における検査機会の提供 と検査結果通

知率の向上に寄与するだけでな く治療率の向上にも貢献

している16)。ケニアお よびアフリカではHIV/エ イズ

感染 の問題 はすべての人 に関係する課題 として位置づ

け、地域住民の疾病に対す る理解を深めるための教育 を

重視 している。図4に 示す ように、自発的カウンセリン

カウンセラーの相談 を

受 けている男性

写真1 Voluntary　 Services　 Organizatbnの 実 際

ンセ リングを連動 させることで、HIV/エ イズの治療

率の向上 を図っている。 さらに、カウンセリングのボラ

ンテ ィアを養成することで、HIV/エ イズ に関す る

誤った認識を払拭 し、正 しい知識の普及 と大勢の相談者

のニーズにこたえられるよう、体制づ くりが進められて

いる。特にHIV/エ イズ と結核感染に関する深刻 な偏

見が存在する。結核はHIV/エ イズ以上に 「所属集団

からの排除と死のイメージ」が強い疾患であるため、診

断の拒否や治療の中断が感染蔓延の一因になっている。

また、慢性疾患ケアの経験の少ない途上国の公的医療制

度にとって、HIV感 染者 に継続的に抗HIV薬 を服薬

させることは大 きな課題である。そこで 日本の豊富な結

核対策の経験を活か し、DOTS(直 接監視下短期化学

療法)シ ステムを参照 しつつ、服薬支援体制を強化 しよ

うとしている。先にザ ンビアの訪問DOTSを 体験 した

が、現地のコーディネーターとサポーターの支援を得て、

生活環境に則 した支援 を得 られていたので、今後の発展

に期待 したい。

図4　 自発的カウンセ リングおよびテス ト(VCT)の

　　　フロー図

6-3.エ イズ患者およびエイズ と共に生 きる人の会へ

　　　　のケア ・サポー ト

　サブサハ ラ ・アフリカのようにHIV感 染率が高い地

域では、予防と並んでケア ・サポー トの強化が急務であ

る。妊産婦の感染者に対 しては検査体制や服薬監視 など、

治療薬が効果的に使われ、治療モニタリング体制の整備
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が急がれている。

　 HIV感 染者やエイズ患者は身体的苦痛のみならず、

感染 していることだけでも死 と向き合い精神的苦痛を受

け、さらに偏見や就業拒否、コミュニティからの排除等

による社会的苦痛 をこうむってお り、生活の質が低下 し

ている状況にある。地域や家庭 を巻き込んだ包括的ケア・

サポー トを行 うNGOを 二次的に支える支援や、それ ら

のネッ トワーク作 り、HIV感 染者へのリプロダクティ

ブ ・ヘルスサービスの提供を検討 している。

　 また、2010年 には2000万 人に増大すると見込 まれてい

るエイズ遺児 とHIV/エ イズに影響 を受けている子 ど

もへの支援 として、地域社会での栄養改善や学校給食の

ような食の安全保障 を行うこと、基礎教育の拡大 ・充実

等、貧困家庭の子 どもに広 く貢献で きる内容を検討 して

いるそうだ17)。しか し、検査や治療の体制が向上 して も

地域社会がHIV感 染者への共感的な姿勢 を持っていな

ければ、感染者 はVCTや 継続的な治療 を受けることが

困難である。 また、HIV感 染者が適切な治療行動に結

びつかなければ、地域社会の中でエイズ患者のケアやエ

イズ遺児のサポー ト需要が増大 し、ただでさえ脆弱な地

域の経済基盤 を悪化 させることになる。地域社会が持つ

問題解決能力をエンパ ワーメントし発展 させることで、

エイズ患者やエイズ遺児の地域ケアを促進 させることが

重要である。また、その活動の中にHIV感 染者やエイ

ズ患者 を巻 き込んでい く視点(Greater　 Involvement　 of

People　with　HIV/AIDS;GIPA)も 重要である。それ

により、政府ベース、あるいは保健医療分野のアプロー

チか らのエイズ対策の限界 を切 り崩 してい くことができ

ると予測 される。

Ⅶ.HIV/エ イズへの多角的支援からDV被 害者への

　　支援の可能性を探索

7-1.女 性に対する暴力防止 と発見

　 ナイロビの街中に「レイプは犯罪です」というポスター

があった。ナイロビの女性病院の報告書18)によると、女

性の レイプ被害者が多 く、2歳 か ら76歳 までにおよび、

HIV/エ イズ感染の危険にさらされていた。昨夏赴い

たカリフォルニア州サクラメ ン ト市の調査 で も、生後

6ヶ 月か ら93歳の女性が レイプ被害にあってお り、女性

に対する暴力 と性感染症は切 り離せない問題だと再認識

した。安全で健全なカップルのコミュニケーションにつ

いて予防啓発 を行 うために、性感染症の検査 ・治療、情報 ・

教育 ・コミュニケーション活動、行動変容 コミュニケー

ション手法(Behavioral　 Change　 Comrnunication;BCC)

を用い、メデ ィアの活用やHIV対 策 と平行 した活動の

可能性があると感 じた。例 えば、医療機関の標準予防策

(Universal　Precaution)と して、すべての人を感染源 と

して扱い、すべての患者の血液、体液、排泄物は感染の

疑いがあるものとして取 り扱 うように、DVに 対 して も、

すべての患者に性暴力やDV被 害の疑いがあるもの とし

て、問診項 目にタバ コや飲酒の既往 と同 じく「暴力 を受け

たことがあるか」「性行為 を強要されたことがあるか」等

について追加するというものだ。日本で も、長谷川病院

の吉永陽子医師のようにすでに実践 している医師がいる

が、標準化されるまでには医師の意識改革が必要であろ

う19)20)。それと同時に、このような統計資料が医療機関で

採れるシステムづ くりが、日本では遅れてお り、対策の

遅れにも関与 していると思われた。

7-2.包 括的な相談窓口機能の強化

　 VCTの スタッフは、保健省やNGO等 によってケニ

ア国で認定されたボランティア育成研修修了者が、その

任にあたっている。VCTの 良さは草の根的な地に足の

ついた活動 により、住民 レベルの知識の普及 と意識の向

上を図り、健康行動 を促進 させるところにある。DV被

害に遭い帰る家を失い、経済的基盤が揺らぎ、これまで

暮らしていた地域 とのつなが りを絶たれた被害女性や子

どもが、 自立にむけて立ち向かってい くためにはコミュ

ニティの理解 と支えが必要である。 これらの取 り組みに

ヒン トを得て、 日本の場合、各県に設置されている配偶

者暴力支援相談窓口の数を増や し、ケアの需給や制度の

適応 を受ける機会を増やすこと、およびVCTス タッフ

のような地域住民向けのDV予 防啓発活動 を草の根的に

推 し進めてい く可能性 もあると考える。また、DVお よ

び性暴力への取 り組み を予防的観点で位置づけると、1

次予防は学生や地域住民 に対 して、DVと は何かの啓発 ・

予防教育をすること、2次 予防は、被害者が相談に訪れ

た時の相談窓口、警察、病院、裁判所等の対応体制整備、

3次 予防は被害者のPTSDや 慢性疾患、生活の再構築

に関わる支援体制の充実があげられる。そこで、 日本で

もHIV/エ イズ採血の相談面接時に、暴力に関する視

点を盛 り込んだ項 目を入れて、性感染症の予防と治療、

暴力の予防 ・被害者への治療および支援につなげられな

いものかと考えた。青森県内の青森保健所ではすでにH

IV即 日検査 を実施 してお り21)、医師の面接が行われて

いる。性暴力、あるいはそれに近い形でのセ ックスから、

罪責感 と感染への不安がつの り相談に訪れる方がいた場

合、HIV相 談において性暴力被害 ・DV被 害へのケア

需要が高 まるのではないだろうか。

7-3.多 問題家族へのケア ・サポー ト

　 DV被 害者 は身体的 ・性的暴力により身体面の苦痛の

みならず、蔑み罵 られ精神的苦痛を受け、さらに周囲か
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らスキャンダルとして扱われ、世間体や面子を失 うこと

もある。これらの偏見や加害者の暴力から逃れるために、

それまでの仕事や人間関係 を失 う場合 もある。これまで

生活 して きたコミュニティとの関係 も断ち切 られ、社会

的苦痛 を被るDV被 害者が多数存在する。HIV感 染者

のみならずDV被 害者 も、生活の質が低下 している状況

にある。地域や家庭を巻 き込んだ包括的ケア ・サポー ト

の必要性は高 く、支援のネッ トワークづ くりやDV被 害

者の回復過程に沿った、長期的なヘルスサービスの提供

が求め られている。

　 わが国の改正DV法 と医療は、共に「事件や被害が起き

て しまってか ら」行為が発生するため、予防的介入に向け

ての壁 は厚い。また、DVで は被害者加害者の両者に犯

罪原因と責任追及がなされ、その周辺にいる子 どもや家

族、親戚、友人が巻 き込 まれ、十分 なケアを受けられな

い という課題がある。 したがって、専門の支援者の量 と

質の確保 と多角的介入を必要とする家族を支えるコミュ

ニティの育成が欠かせない。なぜなら、家庭内における

暴力は、地域のひいては社会の秩序 を混乱に巻 き込み、

すべ ての住民の安全感を脅かすおそれがあるか らであ

る。

Ⅶ.結 語

　ケニアでは、ボランティアのカウンセラーを保健省や

JICAな どの支援団体により育成 し、「VCT」 と称 し

てショッピングセンターの近 くなどに民家 を借 りたよう

な小 さな施設を設置 し、そこで感染 に関す る予防教育や

治療行動への動機付けをしていた。

　 日本で もHIV/エ イズの採血の相談面接時に、暴力

に関する視点 を盛 り込んだ項 目を入れて、性感染症の予

防 ・治療や暴力の予防 ・被害者への治療 ・支援の体制整

備、感染症 と暴力サーベィランスシステムの構築 が急務

であると考える。内閣府の調査22)では、DVの 被害を受

けた女性が33.2%に 上っている。さらに、青森県のDV

被害相談件数は、平成15年 か ら平成16年 度で、917件か ら

1,485件 と増加 してお り23)、本県の公衆衛生課題としても

注 目を要する。暴力 にもとつ く健康被害の1次 予防(学

生や地域住民に対 して、DVと は何かの啓発 ・予防教育

をすること)、2次 予防(被 害者が相談に訪れた時の相談

窓口、警察、病院、裁判所等の対応体制整備)、3次 予防

(被害者のPTSDや 慢性疾患、生活の再構築に関わる

支援体制の充実)の 位置づけについて関係者らと検討 し

たい。
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